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参考資料９ 

セイヨウオオマルハナバチの飼養等現地調査状況（詳細） 

 

【調査の概要】 

 平成 21（2009）～平成 23（2011）年の各年度に、セイヨウオオマルハナバチを飼養等す

る農家に対する現地指導を行い、許可の際の審査項目に沿った調査票に結果を記載した。 

 調査はセイヨウオオマルハナバチを飼養等している農家をランダムに抽出して実施した。

調査実施にあたっては、できるだけ調査直前に農家に連絡し、立入りの了解を得るように

した。 

【調査結果】 

調査項目とそれぞれに対する調査件数及び不適合件数の状況について表１にまとめた。 

●不適合件数の多かった項目は、平成 23 年度のオリ型施設（ハウス）開口部へのネット

の適正な設置に関するもので、不適合率が 29％を示していた。次いで、平成 23 年度

の外部との出入口の戸が二重以上となっているかに関するもので、不適合率が 26％だ

った。 

●飼養許可標識の掲示、届出に関するものの不適合率は平成 21 年度から 23 年度まで通

して高く、どの年度も約 20％の不適合率を示していた。この他、オリ型施設における

ネットの老朽化が平成 21 年度で 11％、22 年度で 9％、23 年度は 16％の不適合率を示

していた。 

 

これらの結果から、下記の点が明らかとなった。 

●これらの結果から、オリ型施設における逸出防止のためのネット等の設置方法に関す

る不備が多い。 

●不適合の多い項目については、年々不適合率が高くなっている傾向があり、規制から

一定期間が経過したことで、外来種に対する意識の低下がおこっていると考えられる。

特にネット展張の不備等は、逸出に直接つながることなので、より一層の飼養等に関

する指導を強化する必要がある。 

 



2 

表１ 立ち入り調査による調査項目別の調査件数及び不適合件数 
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イ　土地その他の不動産に固定されている等容易

に移動又は運搬をすることができないものであるこ

と。

不動産（地面）に固定されている一般的なハウスは

適合する。

ロ　特定外来生物の体力及び習性に応じた堅牢な

構造であり、かつ、振動、転倒、落下等による外部

からの衝撃により容易に損壊しないものであるこ

と。

マルハナバチの体力及び習性からみて一般的なハ

ウスは十分堅牢であり、振動、転倒により容易に破

損するものではなく、適合する。

展張するネットの目の周囲を16mm以下（例えば4mm

×4mm）としているか。目の１辺は4mm以下で、熱融

着タイプやラッセル織など、目ずれが生じて網の目

が拡大しないものが強く推奨される。

80 0 0 124 2 2 178 1 1

ネットは出入口、天窓、側窓等マルハナバチが容易

に逸出しうる全ての開口部に展張しているか（ただ

し、ハウス内に蚊帳釣型のネットを張る場合などは、

必ずしも個々の開口部に網を張らずに基準に適合さ

せることも可能）。

80 7 9 124 25 20 178 52 29

ネットは破損・老朽化していないか。 80 9 11 123 11 9 120 19 16
ニ　外部との出入口の戸は、二重以上となっている

こと。ただし、当該施設を屋外から隔離することが

できる室内に常置する場合にあっては、この限りで

ない。

ハウスへの出入口の戸の内側又は外側にネットが

適切に展張している、または、出入口に戸がない場

合・出入口が定まっていない場合は、出入りに用い

る場所のみ網を二重にする等の対応を執っている

か。

80 2 3 122 14 10 178 46 26

ホ　ニの出入口の戸については、飼養等をする特

定外来生物の体が触れない場所に施錠設備が設

けられていること

（本種ではこの基準は適用しない）。

ヘ　給排水設備を通じて特定外来生物が外部に逸

出しないよう当該設備に逸出防止措置が講じられ

ていること。

（給排水施設が設置されており、設備を通じてマルハ

ナバチが逸出可能な構造の場合には、）ネットの展

張等の措置がされているか。

69 2 3 113 2 2 176 7 4

ト　申請者が当該施設を維持管理する権原を有し

ていること。

申請者である農家がハウスを所有又は借用している

か。
79 0 0 117 0 0 174 0 0

イ　特定外来生物の体力及び習性に応じた堅牢な

構造であり、かつ、振動、転倒、落下等による外部

からの衝撃により容易に損壊しないものであるこ

と。

マルハナバチの体力及び習性からみて一般的な巣

箱は十分堅牢であり、振動、転倒、落下等によって

容易に損壊するものではないと考えられる。

ロ　個体の出し入れや給餌等に用いる開口部は、

ふた、戸等で常時閉じることができるものであるこ

と。

通常の巣箱は適合する。

ハ　開口部のふた、戸等については、飼養等をする

特定外来生物の体の触れない部分に施錠設備が

設けられていること。ただし、施錠以外の方法で、

特定外来生物が逸出できないよう開口部を封印で

きる場合は、この限りでない。

（本種ではこの基準は適用しない）。

ニ　空気孔又は給排水孔を設ける場合は、その孔

が特定外来生物が逸出できない大きさ及び構造で

あること。

通常巣箱のスリットは特定外来生物が逸出できない

大きさであり、適合する。

ホ　閉じることができる箱、袋等の二次囲いに収納

して運搬可能であること。ただし、施設が活魚運搬

車である場合にあっては、この限りでない。

運搬を行う際は、巣箱を別の袋や箱、車の荷台など

いずれかの二次囲いに収納された状態で運搬してい

るか。
70 0 0 111 7 6 167 10 6

個体を収容する特定飼養等施設に飼養等の許可

を受けたことを示す標識を掲出し、当該標識の掲出

状況を撮影した写真を届出書に添付し、当該個体

の飼養等を開始したときから三十日以内に環境大

臣に提出すること。

許可後又は飼養等の開始後にハウス前に許可証の

コピーを掲出する等の措識別置を講じ、届出を行っ

たか。 80 16 20 120 22 18 175 35 20

飼養等はハウス等の施設内部に限っているか。 80 1 1 110 0 0 165 1 1

働きが悪くなったこと等により、授粉用として不要と

なったハチについては、死亡するまでハウス内で巣

箱ごと袋に入れるなど、確実な方法で殺処分をして

いるか。

79 2 3 111 10 9 151 2 1

調査項目

H21(2009）年度

秋季調査

H22(2010）年度

夏季調査

H23(2011）年度

夏季調査

0ハウスの場合（おり型施設等）

ハ　届出が必要となる数量の変更の事由及び届出を行わなければならない期間

ロ　飼養等の許可の有効期間　三年間

ハ　おり型の施設にあってはおりの格子の間隔が、

網室型の施設にあっては網の目の大きさが、特定

外来生物が通り抜けることのできないものであるこ

と。

ニ　識別措置の内容を届け出なければならない期間、当該識別措置の内容及び当該届出の方法

ホ　特定外来生物の取扱方法

(2)  飼養等をしている個体を飼養等をする必要がな

くなった場合は、個体を収納している巣箱を密閉した

袋に入れること等により、確実に殺処分すること。

(1)  特定飼養等施設の外で飼養等をしないこと。

イ　特定飼養等施設の基準の細目　おり型施設等、移動用施設又は水槽型施設等（水槽型施設等の要件ニ

を満たさない施設を含む。）のいずれかであること。

0巣箱の場合（移動用施設）

 


